
議案第５１号  

 

   秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市市税条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和４年１１月２５日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

地方税法の一部改正により、次のとおり改正するものであります。 

 (1) 下水道除害施設に係る固定資産税の課税標準について、軽減措置が見直

されたことに伴い、その特例率を引き上げること。 

 (2) 認定先端設備等導入計画に従って取得した設備等に係る固定資産税の課

税標準について、軽減措置が廃止されたことに伴い、その特例率を削除す

ること。 

 (3) 移動が生じた引用条項を改めること。 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市市税条例の一部を改正する条例 

 

秦野市市税条例（平成元年秦野市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

附則第２３項中「４分の３」を「５分の４」に改める。 

附則第２４項中「法附則第１５条第２７項第 1 号イ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号イ」に改める。 

附則第２５項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号ロ」に改める。 

附則第２６項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第 1 号ハ」に改める。 

附則第２７項中「法附則第１５条第２７項第 1 号ニ」を「法附則第１５条第

２６項第１号ニ」に改める。 

附則第２８項中「法附則第１５条第２７項第２号イ」を「法附則第１５条第

２６項第２号イ」に改める。 

附則第２９項中「法附則第１５条第２７項第２号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第２号ロ」に改める。 

附則第３０項中「法附則第１５条第２７項第２号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第２号ハ」に改める。 

附則第３１項中「法附則第１５条第２７項第３号イ」を「法附則第１５条第

２６項第３号イ」に改める。 

附則第３２項中「法附則第１５条第２７項第３号ロ」を「法附則第１５条第

２６項第３号ロ」に改める。 

附則第３３項中「法附則第１５条第２７項第３号ハ」を「法附則第１５条第

２６項第３号ハ」に改める。 

附則第３４項中「法附則第１５条第３０項」を「法附則第１５条第２９項」

に改める。 

附則第３５項中「法附則第１５条第３４項」を「法附則第１５条第３３項」

に改める。 

附則第３６項中「法附則第１５条第３５項」を「法附則第１５条第３４項」

に改める。 

附則第３８項を削り、附則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から
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第５５項までを１項ずつ繰り上げる。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第３８項を削り、附則

第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から第５５項までを１項ずつ繰

り上げる改正規定は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の秦野市市税条例附則第２３項の規定は、令和４年

４月１日以後に取得された除害施設に対して課する固定資産税について適用

し、同日前に取得された除害施設に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 

３ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得された地方税法

等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）第２条の規定による改正前

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する先端設備

等に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第５１号 秦野市市税条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

附 則 附 則 

１－２２ （略） １－２２ （略） 

２３ 法附則第１５条第２項第５号の条例で定める割合は、５分

の４とする。 

２３ 法附則第１５条第２項第５号の条例で定める割合は、４分

の３とする。 

２４ 法附則第１５条第２６項第１号イの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２４ 法附則第１５条第２７項第１号イの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２５ 法附則第１５条第２６項第１号ロの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２５ 法附則第１５条第２７項第１号ロの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２６ 法附則第１５条第２６項第１号ハの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２６ 法附則第１５条第２７項第１号ハの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２７ 法附則第１５条第２６項第１号ニの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２７ 法附則第１５条第２７項第１号ニの条例で定める割合は、

３分の２とする。 

２８ 法附則第１５条第２６項第２号イの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２８ 法附則第１５条第２７項第２号イの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２９ 法附則第１５条第２６項第２号ロの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

２９ 法附則第１５条第２７項第２号ロの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３０ 法附則第１５条第２６項第２号ハの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３０ 法附則第１５条第２７項第２号ハの条例で定める割合は、

４分の３とする。 

３１ 法附則第１５条第２６項第３号イの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３１ 法附則第１５条第２７項第３号イの条例で定める割合は、

２分の１とする。 
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３２ 法附則第１５条第２６項第３号ロの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３２ 法附則第１５条第２７項第３号ロの条例で定める割合は、

２分の１とする。 

３３ 法附則第１５条第２６項第３号ハの条例で定める割合は、

２分の 1 とする。 

３３ 法附則第１５条第２７項第３号ハの条例で定める割合は、

２分の 1 とする。 

３４ 法附則第１５条第２９項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３４ 法附則第１５条第３０項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３５ 法附則第１５条第３３項の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

３５ 法附則第１５条第３４項の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

３６ 法附則第１５条第３４項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３６ 法附則第１５条第３５項の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

３７ （略） ３７ （略） 

 ３８ 法附則第６４条の条例で定める割合は、零とする。 

３８－５４ （略） ３９－５５ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第３８項

を削り、附則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から

第５５項までを１項ずつ繰り上げる改正規定は、令和５年４月

１日から施行する。 
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（固定資産税に関する経過措置）  

２ この条例による改正後の秦野市市税条例附則第２３項の規定

は、令和４年４月１日以後に取得された除害施設に対して課す

る固定資産税について適用し、同日前に取得された除害施設に

対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

 

３ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの間に取得さ

れた地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）

第２条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第 

２２６号）附則第６４条に規定する先端設備等に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第５１号資料  

 

秦野市市税条例の一部を改正することについて 

 

１ 固定資産税の地域決定型地方税特例措置（わがまち特例）の改正 

固定資産税の課税標準の特例割合を定めるわがまち特例について、次のと 

おり改正するものです。 

※ わがまち特例とは、国が一律に定めていた特例割合を法律の定める範

囲内において、地方自治体が自主的に判断し条例で決定する仕組みのこ

と。 

(1) 下水道法に規定する除害施設に係る特例の見直し（附則第２３項） 

ア 改正の概要 

    下水道法に規定する除害施設に係る軽減措置が見直されたことに伴い、 

その特例率を引き上げるものです。 

イ 対象設備及び特例率 

対象設備 
現 行 改正後 

特例率 参酌基準 特例率 参酌基準 

下水道 

除害施設 
３／４ 

3/4 を参酌し

2/3 から 5/6 の

範囲内 
４／５ 

4/5 を参酌し

7/10 から 9/10

の範囲内 

ウ 取得期間 

令和４年４月１日から令和６年３月３１日まで 

エ 適用対象 

令和４年４月１日以後に供用が開始された公共下水道の排水区域内の 

工場等において、公共下水道の供用が開始された日前から事業を行う者 

が設置する除害施設に限定するものです。 

(2) 先端設備等に係る特例の削除（改正前附則第３８項） 

認定先端設備等導入計画に従って中小企業が取得した先端設備等に係る 

特例率を「零」とする特例を削除するものです。 

２ 引用条項の整理 

移動が生じた引用条項を改めるものです。 

３ 施行日 

  この条例は、公布の日から施行します。ただし、附則第３８項を削り、附 

則第３９項を附則第３８項とし、附則第４０項から第５５項までを１項ずつ 

繰り上げる規定は、令和５年４月１日から施行します。 


